物性研究所の共同利用

—　移転と法人化後　—
物性研究所　柿崎明人

物性研究所は、物質科学研究のための大型研究設備や特徴ある実験装置を設置して先端的物性研究を行うと共に、研究設備を全国の物性研究者の共同利用に供して、物性研究の拠点としての役割をはたしてきている。物性研の共同利用には、実験設備の利用を中心とする施設利用と所外研究者との共同研究や研究会開催による情報交換を推進させるという２つの側面があり、この原則は５０年前の研究所の設立当初から変わっていない。

柏移転を機に、物性研は研究組織を改組すると共に、従来の受け身的な施設利用の改善、能動的な共同研究の推進を目指してきた。現在、物性研は５部門、４施設から成り、共同利用者数は、スパコン、中性子の施設利用を除いても年間約１５００名である。最近の５年間をみると、共同利用の件数、人数とも増加傾向にあり、平成１０—１１年の柏移転や平成１６年度の大学法人化によってもそれは変わっていない。むしろ、共同利用経費の充実よってワークショップやミニシンポジウムの開催、嘱託研究員が増加している。移転時に較べて共同利用全体に占める嘱託研究員の割合が減っているのは、共同研究の比重が増えたことによると考えられる。

ここ数年、物性研では、リサーチフェローや研究機関研究員など、国内外の若手研究者の短期採用枠を設けたり、外国人客員所員を招聘する制度を拡大させ、物質科学研究者の育成と国際的研究拠点にむけた環境整備も行っている。一方、物性研の共同利用に関して従来から指摘されている研究成果報告の形骸化や長期留学研究員制度の効果的運用の促進など、解決すべき問題点もある。物性研が先導的研究拠点として共同利用を健全に発展させていくためには、全国の物性研究コミュニティとの連携が不可欠である。

　　　　短気研究会等の開催件数　　　　　　　　　　　　　　嘱託研究員の数
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